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１. 検討の背景 

 
Beyond 5G（6G)は、次世代の基幹的な情報通信インフラとして、あらゆる産業や社会活

動の基盤となり、国境を越えて活用されていくことが見込まれる。 

その実現に向けて、総務省においては、新たに革新的情報通信技術（Beyond 5G（6G））

基金事業を立ち上げ、相当規模の国費により、我が国が強みを有する技術分野を中心とし

て、社会実装・海外展開を目指した研究開発に対する支援を重点的に強化していく旨の考

え方が示されている。 

その背景には、我が国の情報通信産業は、国際的に見て総じて高い技術力を有してい

る一方で、優れた技術を確立しても必ずしもそれを大きな事業・ビジネス成果に繋げること

ができてこなかった（言い換えれば、価値創造はできても価値獲得には至らなかった）とい

う問題意識がある（一部には、日本が開発した技術によって他国の企業や産業が収益を上

げるといった事例があるという指摘もある）。 

また、世界的な情報通信産業分野の動向として、グローバルな市場を前提とした規模の

経済を最大限に活用した競争が進展し、その傾向が益々高まる中、我が国のプレイヤーは、

製品・サービスの実装・展開先として「国内に閉じる（いわゆる「ガラパゴス化」）」又は「まず

国内を固め、その後に海外へ」という発想が強く、その結果、グローバル市場において十分

な競争力を発揮することができてこなかったという指摘もある。 

本基金事業による支援対象はあくまで研究開発プロジェクトであるが、特に多額の予算

を投じて支援を行う際には、上記のような従来型の「研究のための研究/技術のための技

術」、あるいは「国内市場中心」といった発想から脱却し、グローバルな視点に立って、世界

で活用されること（いわゆる「グローバル・ファースト」）を常に意識した上で、日本の企業・産

業にどれだけ戦略的な競争優位性や収益性が見込まれるのかといった事業面・戦略面を

見通した形で開発・実装を推進することが求められる。 

特に、情報通信技術については、基本的には国際機関や政府による技術ロードマップを

軸として、比較的予見可能性の高い中で開発競争が進められているが、近年では、これに

加えて、早期の製品投入と顧客のフィードバックを活かしたアジャイルな開発、また、新たな

価値創造に加えて、仲間作り、戦略的な知的財産の獲得・活用など、技術力のみに留まら

ず、市場や価値の獲得を強く意識した総合的な取組の重要性が増してきている。 

本WGにおいては、上記のような問題意識の下、本基金事業を実効性のある形で推進す

るため、研究開発プロジェクトの採択評価やモニタリングなど事業面からの適切な評価の

在り方及び本基金事業を進めるに当たっての視点について、一定のとりまとめを行ったも

のである。 
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２. 革新的情報通信技術（Beyond 5G（6G））基金事業に係る事業面からの 

適切な評価の在り方 
 

（１）プロジェクトの採択評価における事業面からの評価項目等について 

本基金事業による支援対象となる研究開発プロジェクトのうち特に多額の予算を投じて

支援を行うものの実施に当たっては、その採択において、社会実装・海外展開を見据えた

計画や取組について事業面からの適切な評価を行うことが必要であり、そのための新たな

評価項目の設定が必要である。 

具体的に、総務省及び国立研究開発法人情報通信研究機構（NICT）においては、下表

の考え方に沿って、所要の方針等を策定するとともに、本基金事業は比較的技術面のみに

焦点を当ててきた従来の研究開発施策とは趣旨・目的が大きく異なるというメッセージを具

体的な形で示すことが適当である。その上で、提案者に対しては下表に示す「5W1H」を曖

昧にしない形での提案を求めつつ、他方で、事業には不確実性が伴うという前提の下、今

後の検証を前提に一定の仮説を置いた提案も許容され得る旨も併せて示していくことが適

当である。 

 

＜事業面からの評価項目＞ 

評価項目 主なポイント 

①市場機会の認識 

 
「Where」（どこで（＝誰

に対して））、 

「When」（いつ（頃）） 
 

 社会・経済・政策・技術等の環境変化も踏まえながらグローバルでのターゲッ

ト市場の予測・分析を行い、市場機会を適切に認識できているか。 

 その上で、想定する市場の規模、成長性は十分に見込まれるか。また、その

時期は妥当か。 

 社会、市場、顧客（ユーザ）にニーズが存在するか。特に、そのニーズを満た

すことで、顧客（ユーザ）による支払いその他の価値獲得を通じた事業化に

繋がることが具体的に想定できるか。具体的な想定顧客は誰か。 

 事業の海外展開可能性、収益性は十分にあるか。 

②事業内容、 

競争優位性 

 
「What」（何を）、 
「Why」（なぜ） 

 研究開発段階から、事業化・ビジネス・海外展開（グローバル市場の獲得）を

前提とした研究開発の計画・内容となっているか。 

 提供する製品・サービスは何か。それは既存の製品・サービスに比して十分

な便益を提供できるか。これらを具体的に想定した上での研究開発の計画・

内容となっているか。 

 提供する製品・サービスは競争力・優位性を有しているか、又は有すると期

待されるか。（製品・サービスの顧客視点での優位性・メリット、技術/知的財

産/営業力等における差別化要素・模倣困難性、コスト競争力、商流上の優

位性、参入障壁を構築しうるか 等）それには持続性があるか。競争優位性

を持つための仲間作り（パートナー・アライアンス・コンソーシアム等の構築）

ができているか。競合他社の分析ができているか。 

 研究開発成果の事業化・ビジネス・海外展開や製品・サービスの競争力・優

位性の確保に向けた知的財産の活用や標準化等の方策は有効・合理的な

ものになっているか。 
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③経営コミットメント、 

事業計画・推進体制 

 
「Who」（誰が）、 
「How」（どうやって） 

 
※今後実施する予定の
取組や構想段階の内
容を含む。 

 経営者自身の関与（姿勢、リーダーシップ）、経営戦略上の位置づけ（中期経

営計画、グループ事業との整合性）があるか。十分な経営資源（人材、部署

等）を投入・配置しているか。 

 研究開発から事業化まで円滑に進め、運用・オペレーションを行うための社

内体制（事業部門と技術・研究部門、知財・標準化部門の連携）及び協業先

を構築できているか。 

 事業フィージビリティを確認するための調査検討を実施するとともに、その後

の周辺環境の変化に対して柔軟に事業計画の見直しを行う体制が整ってい

るか。営業活動の計画やこれに対する投資があるか。 

 事業化時（製品・サービスの顧客への提供）のための商流やサプライチェー

ン・物流を確保しているなど、市場獲得に向けたビジネスモデルを構築できて

いるか。 

 研究開発成果の事業化後の競争性の維持、事業拡大に至るまでの資金計

画、投資・投資回収の計画や想定が妥当か。 

 

 
上記表の考え方に沿ったプロジェクトの採択評価に当たっては、一定の不確実性が生じ

ることを前提としつつ、別紙１を踏まえ、次の視点に基づき、提案者から可能な限り関係書

類の提出や説明を求めた上で、評価を行うことが適当である。 

 

＜各評価項目についての視点＞ 

 ［評価項目①：市場機会の認識］ 

 研究開発成果の事業化時の想定顧客について、「〇〇分野の関係企業」、「海外ベン

ダ」といった抽象的な記載ではなく、具体例としての顧客名が説明されているか。 

 想定市場や海外展開可能性の説明に当たって、前提としている外部環境が明確にさ

れているか。また、当該外部環境が大きく変化し得ることも想定しているか。 

 

 ［評価項目②：事業内容、競争優位性］ 

 グローバル展開のステップを明確化し、その背景にある事業ストーリーが簡潔に説明

されているか。その際、国内事業との関係で齟齬を来すことはないか。 

 提供する製品・サービスの便益や事業の競争優位性について、開発者（作り手）の視

点よりも、利用者（顧客）にとってどのぐらい良いのかの視点を重視して説明がされて

いるか。 

 事業の競争優位性の説明に当たって、国際的にどのような競争環境にあり、競争相

手がどこの国・企業なのか、その中で自社の競争優位性をどのように確保していくか

（知的財産の活用や標準化の方策も含む）について明確化されているか。 

 

 ［評価項目③：経営コミットメント、事業計画・推進体制］ 

（経営者のリーダーシップ、経営資源（人材）の投入） 
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 経営コミットメントについて、経営陣の誰（役職、固有名詞）が主導し、どのような姿勢・

リーダーシップを発揮しているプロジェクトなのか明確にされているか。 

 社内の重要な経営資源を投入しているか否かの視点から、実質的な担当にどのよう

な人材（役職、固有名詞、専門性・経歴）や部署を配置するのかについて明確にされ

ているか。 

（事業部門等との連携） 

 開発成果を事業化・海外展開に円滑に移行するために事業部門と技術・研究部門、

知財・標準化部門がどのように連携・融合した取組を行っているのかについて明確に

されているか。 

 プロジェクトの提案内容に対する社内の事業・マーケティング部門からの関与・評価

（事業部門との実質的な共同提案か、事業部門として期待・推薦する提案か等）につ

いて、加えて説明されているか。  

 事業フィージビリティの調査検討や営業活動の計画・投資など、研究開発と並行して

必要となる事業化に向けた取組をどのよう実施しているのかについて明確にされてい

るか。 

 複数企業による共同提案の場合は、事業推進体制の構築や成果最大化の観点から

真に必要不可欠な連携となっているのか。 

（事業化時の商流等、ビジネスモデル） 

 単に開発成果を製品化したものを売るというビジネスモデルだけではなく、商流をどう

確保するか（既存や自社のものを使えるのか）、他商品との組み合わせて売るのか等

のビジネスモデルについて具体性があるか。  

（政府との連携） 

 海外展開を円滑・実効的に進める観点から、必要となるルールや国際的なコンセンサ

ス作り等をどのように図っていくか等、政府・総務省との連携の方法や、政府・総務省

に実施して欲しい事項が明確にされているか。 

 

 

その他、評価項目全般を通じて、次の視点に基づき、評価を行うことが適当である。 

 

＜評価項目全般を通じた視点＞ 

 各評価項目について、書類上のみ表面的にうまく記載されているものを採択すること

ではなく、実質的な具体化や深掘りがなされているか、提案者の「本気度」や「覚悟」

があるか等もできる限り確認すること。  

 提案者において、評価項目に対応した取組についての具体化・明確化が未だできて

いない一部項目がある場合は、当該項目について、現在まで対応できている内容と

今後実施する予定の内容・計画の記載を求め、それも踏まえて評価を行うこと。 
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（２）プロジェクトの採択後のモニタリングに当たって留意すべき事項について 

一定規模の国費を投じて研究開発プロジェクトの支援を行うという判断に当たっては、

（１）で述べたような項目や視点に基づきプロジェクトを事前に一定の評価をすることが必要

と考えられる一方、実際の事業の推進、特に海外展開に当たっては、相応の不確実性が

生じることは排除できないと考えられる。 

このため、本基金事業の目的を達成するためには、プロジェクトの採択時の評価のみな

らず、プロジェクトの採択後においてもモニタリングを実施し、事業環境の変化等を踏まえ

た事業・計画の見直し等を行うことが極めて重要になると考えられる。 

プロジェクトの採択後のモニタリングに当たっては、次のような視点に基づき、提案者か

ら可能な限り関係書類の提出や説明を求めた上で、進捗確認・助言を行うことが適当であ

る。 

 

 海外展開における不確実性（相手のあることでうまくいかないケース）も考慮しつつ、基

金事業が助成を基本とすることも踏まえ、極力、個々の数値目標の達成状況といったマ

イクロマネジメントのみによる進捗管理ではなく、当初の事業目的の大きな方向性に照

らした進捗の状況確認など柔軟性をもった進捗管理を行うことが適当。  

 大きなゴールは変えない範囲内でアジャイルにする進め方がある一方で、大きな不確

実性によりプロジェクトの継続の適否の判断が必要な場合もあるため、マイルストーン

を短期間で切りながら承認を重ねることでリスクを最小限にする方法も考えられる。 

 研究開発のステージ（可能性を追求するステージ前半のテーマなのか、予見性がより

高いステージ後半のテーマなのか等）を明確に意識しながら、サポートの仕方（支援の

規模等）を変えていくことも重要。定期的なモニタリングを通じて、時には補助率を加減

してシグナルを発するなど、支援の方法を柔軟に変えることが重要。仮説が大きく外れ

目的が不明確になったプロジェクトを支援し続けるのは避けるべき。 

 経営のリーダーシップやマネジメントを求めつつ、定期的な進捗確認や市場調査も入れ

ながら、社会・市場の環境変化（競合他社の状況も含む）に対応した柔軟な軌道修正や

事業計画の見直しも必要であり、そうした仕組みが社内で構築されていることが重要。 
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３． 本基金事業を進めるに当たっての視点 

 
本基金事業により、Beyond 5G（6G）をはじめとする革新的な情報通信技術の研究開発

に相当の国費を投じて支援を強化していく趣旨は、今後の研究開発に当たって、従来型の

取組の延長ではなく、これまでの取組を省みるとともに、市場環境の変化を踏まえた大胆な

刷新を行い、世界市場でのゲームチェンジや主導的なポジションを勝ち取っていくことを目

指すものである。 

そのため、本基金事業を進めるに当たっては、前例にとらわれない新しいスキームや取

組を積極的に導入するとともに 1、本基金事業の趣旨について関係者（総務省・NICT、民間

企業、本 WG）が共通認識をもって取り組むことで、試行錯誤をしながらも、我が国の情報

通信産業における新たなイノベーションプロセスを作り上げていく意識で取り組むことが望

まれる。 

具体的に、関係者においては、特に下記の２点について十分に意識をすることが期待さ

れる。 

 

 （１）社会実装・海外展開の重視 

本基金事業においては、従来型の取組や発想を転換し、社会実装や海外展開を志向し

た戦略的なプロジェクトに対して重点的な支援を行うことを目的としている。 

社会実装や海外展開の要諦は、必ずしも画期的な技術や製品を生み出すことではなく、

如何に製品やサービスを社会や海外に普及・定着させるかにある。社会実装・海外展開の

主体となるのは民間企業が中心となる中、特に組織が大きければ大きいほど、従来型の取

組や発想から大きく転換することが必ずしも容易ではない場合もあると考えられる。 

他方で、民間企業においては、グローバルな市場を前提とした取組を強化する動きも見

られるところであり、本基金事業による支援を活用して、成功のイメージをシナリオからの逆

算で発想するアプローチを積極的に活用するとともに、本基金事業による支援の対象とな

る事業に留まらず、社内全体のイノベーションプロセスを刷新して企業変革を進める契機と

して取り組むことが望まれる。 

総務省・NICT においては、そうした民間企業をサポートし、プロジェクトの効果的な実施

や的確な軌道修正等に資するよう、これまで、また今後の研究開発事業で得られた知見、

知的財産の取得・活用や国際標準化の動向等についての分析結果の共有、海外展開の

円滑な推進に必要となるルールや国際的なコンセンサス作りを後押しするような取組が望

まれる。 

本 WG としては、支援の直接の対象となる研究開発プロジェクトの進捗よりも、その成果

を如何に社会・海外に広めていくかの営みについて重点的にモニタリングをしていくことが

重要と考える。 

                                                      
1例えばプロジェクトの本格的な公募・採択の前に公募対象となるプロジェクトを精査するための予備調

査のプロセスなど、これまでの総務省・NICT の事業では取っていなかったようなスキームについて、評

価・モニタリングを有効に機能させる観点から新たに導入することも検討すべきである。 
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 （２）不確実性を前提とした事業推進と基金事業の見直し 

２（２）でも述べたとおり、実際の事業の推進、特に海外展開に当たっては、不確実性や

ある程度の失敗のリスクが付きものであるとの認識が重要である。 

仮に、個々のプロジェクトや特定の期間に失敗があったとしても、それ自体を大きな問題

と考えるのではなく、そこから得られた学習やその深さがどのようなものか、それを抽出して

次に反映・進化させるという視点が重要である。 

そのような観点から、本基金事業における評価・モニタリングは極めて重要な取組であ

り、相応のリソースを投入し、健全に機能させることが必要である。また、それによって、

個々の研究開発プロジェクトのみならず、基金事業全体の運用の在り方の改善、評価・モ

ニタリングの考え方や方法論の改善・進化にも繋げていくことが重要と考える。 
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別紙１ 
 

第１回会合及び第２回会合における構成員の主な発言 
 

 

２．（１）プロジェクトの採択評価における事業面からの評価項目等について 

［評価項目①：市場機会の認識 関連］ 

 ファーストカスタマーを想定しているか、これを固有名詞で挙げられるかは、わかりや

すく大事。それに向けて社内でも営業・商材開発の人が動いていることがわかる。 

 海外展開について、グローバルなビジネスとして、どれだけの規模感でやりたいのか、

その際に自社が何を持っていて何をしたいのかを良く見る必要があり、各社には、外部

環境に関してはシビアに考えてほしい。 

 イノベーションでは、価値創造と価値獲得というプロセスに分かれるが、日本企業は価

値創造はできていると思っており、グローバルな市場で成功するためにはむしろ価値獲

得ができているかが重要。価値獲得では、実装や量産が可能な技術か、マーケティング

との間できちんとストーリーができているか、どのような競合他社との関係で、なぜ自

社が有利となり競合が排除できるのか、といったことを量る。そうした価値獲得への意

識を企業の提案者に高めてもらうことをメッセージとして盛り込めたら良い。ここで言

う価値とは、Willingness to pay（支払い意思額）であり、どれだけ大きな額を儲けら

れるかを真面目に考えることが重要。 

 価値の定義は、様々な場面で議論されており、お金と交換する意味以外の視点でも、例

えば、ユーザー、市民、世界環境、最近では宇宙まで広がり、環境や人にとってどのぐ

らい良いのか、現在価値だけでなく未来も含めて作り込む、といった考え方もある。そ

の中で、今回の事業での価値の定義としては、支払い意思額としての考え方が大事とい

うことには賛同であり、今日の議論でそれがよりはっきりして良かったと思う。 

 価値には、こういう価値が必要という価値命題と、社会実装や普及に入っていく価値獲

得として Willingness to payがあり、企業が実現するのは後者を考えないといけな

い。価値獲得は、今回の基金事業の背景として重要なキーワードであり、付加価値の源

泉を作るだけでは不十分。企業には、顧客にそれが受け入れられるか、競争相手がいれ

ば価値獲得が細ることなども含めて考えて動いてほしい。そのため今回の基金事業で

は、事業部門との連携や密接な協働体制を念頭に提案してもらう必要があり、社会実装

や海外展開を重視した今までの考え方と違う体制で提案してもらえると評価しやすい。 

 民間ビジネス向けにあえて誤解を恐れずコンパクトに伝えると、今回の基金事業の目的

は、最先端の研究開発ではなく、売れることを主眼に置いた研究開発。その売れる技術

の意味の中に、最先端であることで売れるケース、低コストで売れるケース、画期的な

ものの組み合わせで売れるケースもあり、そうしたことを提案者に心構えとして理解し

ていただくと良い。 

 外部環境には、市場環境、マーケットの環境、競合相手の動向などがあり、顧客の経営

環境の変化（経営状態が急に悪化したり競合他社に買収されるなど）や社会の仕組みが

ガラッと変わるようなゲームチェンジが起きてしまうこともあるので、提案時にはそう

した外部環境の認識について分解能を上げた例示があると望ましい。 

 社会、市場、顧客にニーズは存在するかという点では、困りごとではあるがお金を払う

までではないものも含むため、支払い意思というニュアンスが入った方が良い。 
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［評価項目②：事業内容、競争優位性 関連］ 

 海外展開の評価項目を重視すべきだが、一方で不確実性が高いことも織込んで考える必

要がある。ブレイクダウンして海外展開のことを説明してもらえる提案になっていると

評価しやすい。まずはどのような事業ストーリーで海外に展開するのかを提示してほし

い。一番ピン（最初のマイルストーン）がどこになっているのかがわかるとイメージし

やすい。 

 提案書類は作り手側が良いと思っている部分をアピールすることが多いが、利用者側に

とってどのくらい良いのか、利用者の視点での説明があると良い。 

 どのような競争環境にあって、どこの国・企業が潜在的なコンペチターになるのか、諸

外国の企業と戦う際に技術開発をすることによってどのように日本・自社が有利になる

のかを考えてもらうために、外部環境（同業他社の状況、日本の状況、状況を打破する

ために技術開発がどのような役割を持つのか）について書いてもらうことが大切。 

 民間企業に戦略や事業計画があるが、どういう前提を外部環境として設定しているの

か。必ずしも言語化・明示化されていないといったケースがあるが、そこを明確化する

ことにより、前提変化に対するチェックがやりやすくなる。 

 提案者に説明してほしい観点として、例えば国内事業をメインとするオペレーターなど

は、海外展開に当たり国内事業と関係がどうなるのか。それがネガティブに関係する場

合はちゃんと対処できるのかも事業ストーリーとして重要。 

 

［評価項目③：経営コミットメント、事業推進体制 関連］ 

（経営者のリーダーシップ、経営資源（人材）の投入） 

 不確実性が高いので、経営のコミットメント（経営者の姿勢、リーダーシップ）は重

要。マイルストーンを引いて、その通りにいくとは思っていないが、民間であればリー

ダーシップは重要であるので、この事業に対しどのようなリーダーシップでいくのかは

重視すると良い。 

 不確実性が高く、試行錯誤や社内のリソースの集中も変わってくるという意味では、誰

がこのプロジェクトについて、社内の中で旗を振ってくれるかが重要。経営陣の中で高

いマネジメントポジションの人がプレゼン等をしてくれるのであれば、その人の言葉で

言っている訳なので、会社の構成メンバーも動くと思う。リーダーシップの部分は重視

するべき。 
 各企業の中で、誰がこの案件にどれだけの時間を使うのかが重要。エースがアサインメ

ントされているかは、企業の中で議論する際も重要な項目になっている。各社はリソー

スが一番制約になっているので、社内の貴重なリソースを当てているかは一つの指標に

なる。 

（事業部門等との連携） 

 技術開発から社会実装・海外展開に移行するために技術部（研究所）と事業部が連携し

ているのかが重要。 

 研究開発側と事業側のインテグレーションをどれだけ上手くできるかが、その先の事業

化にとって重要だと思うので、その程度が見れるような何かを出してもらうのも１つだ

と思う。 

 提案に際して社内の事業側の人たちにプレゼンをお願いしたり、事業部門と研究開発部

門の両方の提案とするのも一案。 

 他部門（事業部、マーケティング等）からの評価を入れてはどうか。最初の出口は社内

にあると思うので、他部門からの応募する研究開発に対する評価・期待等を推薦書のよ
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うな形で付け加えることを可能としてはどうか。 

 本気度を見る観点からは、研究開発以外にも同時並行で進めていかなければならないこ

ともあるので、事業化に向けて研究開発と並行してどのような取組みをしているのか、

しようとしているのかを確認することも必要。 

 既にビジネス化に向けた事業計画や情報収集がしっかりとできているプロジェクトもあ

れば、一部はできていて一部はできていないプロジェクトもあると思う。後者では、で

きていない部分への今後の投資・調査や体制整備への計画、現在までできている部分を

合わせて評価できると良い。 

 採択に当たり、これまでの提案では、複数の組織が無理矢理連携しているものが多いと

感じており、今回の基金では、そうしたものはできるだけ避けるべき。 

 この評価項目で提案時は 100 点でなくてもある程度仮説やシナリオが書かれていれば良

いと思うが、それを提案時に出しておしまいということではなく、各提案企業において

仮説やシナリオの検証が確からしいのか、どう変わっていくのか等を継続的にしっかり

ローリングする仕組みも提案時に書いていただくと良い。 

（事業化時の商流等、ビジネスモデル） 

 単にこれを売って儲かりますというビジネスモデルだけではなく、商流や他商品との組

み合わせに具体性があるか。商流が既存の自社のものが使えるなど、具体性があると良

い。 

（政府との連携） 

 海外展開では、通信産業の場合、民間企業だけで上手くいくとは思っておらず、Beyond 

5G でどのようなルール作りが必要なのか、どのような国際的なコンセンサスが必要なの

か等、総務省や政府にやってほしいことも列挙してもらうと具体性を持って評価しやす

い。 

 

［その他（評価項目全般）］ 

 設定した評価項目について、提案者が鉛筆をなめて書いただけのものを通すのではな

く、どこまで深掘りして真面目に考えているのかを確認できるように、うまく公募要領

に落とすことはできないか。 

 技術ベースの資料の場合、どこも達成できる数字を書いて提出してくるため、あまり意

味がない。 

 事業の不確実性が高いことから評価項目への対応について確度を上げ過ぎることは求め

ない方が良い。一方で、提案者において開発した技術をビジネスにするという意識は高

く持ってほしい。 

 新しい価値の提供については、必ずしも新しい技術である必要はなく、技術の組合せで

も実現できるため技術面の評価に当たって事業面の評価と齟齬が生じないよう留意すべ

き。 

 提案時点では評価項目どおりの確固たるストーリーが作られていなくても、例えば、こ

れからこういうパートナーと組んでいきたいといった計画が明確であれば、それも認め

ても良いのではないか。 

 提案者において、予見性がなく不確実な部分があれば、提案者には、不確実であるこ

と、ストーリーを念頭にどれぐらい不確実なのかも含めて書いていただくと評価しやす

い。あとは補助金額や補助率での調整だと思う。 
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２．（２）プロジェクトの採択後のモニタリングに当たって留意すべき事項について 

 海外展開は相手がいることであり、うまくいかないこともあるので、どれくらい柔軟に

できるかも必要。今回、補助率が 100％でないこともあるので数字による進捗の管理は

できるだけやめた方がいい。アジャイルや不確実性のある類いのプロジェクトは、ほと

んどの場合、設定した数字は守れないので、それをメインの管理対象にするというのは

どうかと思う。 

 大きなゴールを変えない前提で、その範囲内でアジャイルにする進め方もあれば、大き

な不確実性があるタイミングで「Go」or「No Go」を決めなければならない場合もあ

り、マイルストーンを切って、短い期間で承認を重ねていく方法を採ることでリスクを

ミニマムにしながら着実に前進できる。 

 どういう研究開発のステージなのかを明確に意識した上で、サポートの仕方を変えてい

く、又は、蓋然性への期待感に明確にメリハリをつけていく方向も必要。 

 仮説が大きく外れて、どこに向かっているのか不明になってしまった研究開発に対して

補助を続けるというのは避けるべき。定期的なモニタリングを通じて、外から見るとど

う見えるのか、補助率を加減してシグナルを送ることも定期的に行うべきではないか。 

 経営側のリーダーシップやマネジメントを求める一方で、社会環境や市場環境の変化に

どう対応していくのかも重要。例えばローリングして、1年に 1回や半年に 1回チェッ

クし、市場調査等に応じ、軌道修正が必要かどうか、事業計画の見直しを図るのか、競

合他社の状況からどう変えていったら良いかなど、社内で変えていく仕組みが作られて

いるのかどうかが大事。 

 

 

３．本基金事業を進めるに当たっての提言 

 事業審査のプロセスを健全に機能させる観点から、本格的な事業公募の前に、事業の絞

り込みや磨き込み（事業計画の素描（0次案）の評価）を行うプロセスも必要ではない

か。 

 モニタリングはかなり重要であり、リソースをそれなりに割く必要がある。基金事業の

あり方も、初年度実施して上手くいかなければ、その反省点をきちんと２年目に反映さ

せるべきであり、基金事業をアクセラレーションしていかなければならない。そのよう

な面からもモニタリングへのリソース配分が必要。 

 基金全体の運用という観点では、個々の失敗を問題にするのではなく、全体としてどう

かの議論ができると健全。また、失敗して終わりではなく、得られた学びは何なのか。

それが深ければ深いほど、国にとってのプラスになるという観点で評価・モニタリング

を動かすことも必要。 

 モニタリングプロセスを通じ、軌道修正を恐れないこと、学びを抽出し翌年には進化さ

せることが必要ではないか。評価の考え方やモニタリングの仕方自体も進化する必要が

あるのではないか。 

 今回のスキームでは、関係者（総務省・NICT、民間企業）においては、前例がないこと

にも取り組んでいかなければならない、産学連携の新たな形をここから作っていく、と

いう意識でやってほしい。ＷＧとしてもそのような意識で取り組んでいきたい。 

 民間企業には、今回のスキームで大きなアスピレーションを持っていただきたい。

Beyond 5Gに時間軸をおいている意味は、ゲームチェンジをしていきたいということだ

と思うので、成功のイメージを、シナリオからの逆算で発想していただきたい。 

 今回の新事業はこれだけ国費を投入するものなので、民間企業には、当該事業を生かす
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形で、社内のイノベーションプロセスを刷新して、当該事業に閉じずに企業変革を進め

ていくくらいの気概で乗り込んでいただくことも重要であり、求めていきたい。 

 総務省・NICTは、ファンディングをしっかりと行ってほしい。他方で、成果最大化の取

組はやりすぎると上から目線になってしまうため、ファンディングと切り分けられると

理想。 

 総務省・NICTは、これまでの事業と比べてどういった利点やリスクがあるかを実施者に

情報提供したり、双方向の情報交換を行うことで、次のステージへ向かう際の事業の確

実性の向上に貢献できるのではないか。 

 総務省・NICTは、プロジェクトの軌道修正につなげる観点から、「現状これくらいの優

位性がある」、「ここがクロスライセンスになりそう」といった知財の分析等に関する情

報を実施者に提供することも有効ではないか。 

 海外展開では、通信産業の場合、民間企業だけで上手くいくとは思っておらず、Beyond 

5G でどのようなルール作りが必要なのか、どのような国際的なコンセンサスが必要なの

か等、総務省や政府にやってほしいこともある。＜再掲＞ 
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別紙２ 
 

 

革新的情報通信技術プロジェクトＷＧの構成 
 

（敬称略・50 音順） 

 

 

＜構成員＞ 

主任 森川 博之 東京大学大学院 工学系研究科 教授 

 長内 厚 早稲田大学 大学院経営管理研究科 教授 

 木村 亮示 
ボストンコンサルティンググループ  

マネージング・ディレクター／シニアパートナー 

 杉浦 孝明 
株式会社三菱総合研究所 営業本部 

インダストリー・マネージャー（通信・メディア） 

 立本 博文 筑波大学 ビジネスサイエンス系 教授 

 平田 貞代 
芝浦工業大学 大学院理工学研究科 准教授 

東北大学大学院 工学研究科 技術社会システム専攻 特任准教授 

 

 

＜オブザーバ＞ 

 国立研究開発法人 情報通信研究機構 オープンイノベーション推進本部 
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別紙３ 
 

 

革新的情報通信技術プロジェクトＷＧの開催実績 
 

 

開催日 議題等 

第１回 WG 
令和５年２月７日（火） 

○革新的情報通信技術（Beyond 5G（6G））基金事業に係る

事業面からの評価の在り方 

 ・プロジェクトの採択評価における事業面からの評価項目等 

 （事務局説明、木村構成員・杉浦構成員発表、討議） 

 ・プロジェクトの評価及び採択後のモニタリングに当たって留

意すべき事項（事務局説明、討議） 

第２回 WG 
令和５年２月 17 日（金） 

○革新的情報通信技術（Beyond 5G（6G））基金事業に係る

事業面からの評価の在り方 

・WG とりまとめ案骨子（事務局説明、討議） 

第３回 WG 
令和５年３月６日（月） 

～３月７日（火） 

（メール開催） 

○革新的情報通信技術（Beyond 5G（6G））基金事業に係る

事業面からの評価の在り方等 

・WG とりまとめ案（メール審議） 

 


